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令和３年度富里市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条 令和３年度富里市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

 (1) 件

(2) ｍ
３

(3) ｍ
３

(4)

イ ．

ロ ． 日吉台中継ポンプ場ポンプ交換工事

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

支　　　　　出

第１款　　 千円

第１項 千円

第２項 千円

第3項 千円

第４項 千円10,000

営 業 収 益

営業外収益

926,383

853,181

予 備 費

598,974

62,702

営 業 費 用

営業外費用

下水道事業費用

特 別 損 失 500

988,076

389,102

主要な建設改良事業

一 日 平 均 排 水 量

富里三号汚水枝線工事

下水道事業収益

議案第６号

年 間 排 水 量

12,419

2,617,000

7,170

汚 水 処 理 件 数
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　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額203,041千円は、当年度分損益勘定留保資金等で補填す

るものとする。）。

収　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第３項 千円

第６項 千円

第９項 千円

支　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第3項 千円

　（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

企 業 債 償 還 金

308,016

198,822

建 設 改 良 費 109,194

利 率起債の目的 償 還 の 方 法

普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる政
府資金及び地方公営
企業団体金融機構資
金について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率）

62,500千円

借入先の融資条件によ
る。ただし、企業財政その
他の都合により繰上償還
又は低利に借り換えること
ができる。

限 度 額 起債の方法

公共下水道事業

負担金及び分担金 25,243

資 本 的 支 出

1

104,975資 本 的 収 入

62,500企 業 債

他 会 計 補 助 金 17,231

その他資本的収入
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　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、50,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

 (1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の

間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に

流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。

(1) 職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第９条 下水道事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、76,172千

円とする。

　（利益剰余金の処分）

第１０条 当年度利益剰余金のうち11,904千円は、次のとおり処分するものと定める。

(1) 減債積立金 千円

令和３年２月１９日提出

富 里 市 長 五十嵐　博　文

64,507

11,904
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収 入

款 予　定　額

１. 下水道事業収益 988,076

1. 営 業 収 益 389,102

1. 下 水 道 使 用 料 378,359 下水道使用料 378,359

2. 他 会 計 負 担 金 10,668 雨水に係る一般会計負担金 10,668

4. そ の 他 営 業 収 益 75 指定工事店申請手数料 75

2. 営 業 外 収 益 598,974

2. 他 会 計 補 助 金 58,941 一般会計補助金 58,941

3. 他 会 計 負 担 金 150,990 汚水に係る一般会計負担金 150,990

5. 長 期 前 受 金 戻 入 389,030 長期前受金戻入 389,030

7.
消費税及び地方消費税
還 付 金

2 還付金 2

8. 雑 収 益 11 下水道用地占用料 6

5その他雑収益

令和３年度富里市下水道事業会計予算実施計画　

収　益　的　収　入　及　び　支　出　

（単位：千円）

項 目 備　　　　　　　考
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支 出

款 予　定　額

１. 下水道事業費用 926,383

1. 営 業 費 用 853,181

1. 管 渠 費 86,270 燃料費 107

光熱水費 11,215

印刷製本費 20

通信運搬費 512

委託料 50,701

修繕費 23,596

負担金 119

3. 総 係 費 73,292 給料 22,293

手当 11,201

賞与引当金繰入額 3,563

法定福利費 8,795

旅費 10

被服費 44

備消品費 359

燃料費 199

通信運搬費 33

庁車ガソリン、刈払機燃料

郵便料

電気料等

電話料

汚水ポンプ施設保守点検委託、

公共下水道施設補修工事等

（単位：千円）

印刷製本費

下水道管等清掃業務委託等

項 目 備　　　　　　　考

ポンプ場自家発燃料費

下水道台帳作成業務委託、
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委託料 22,292

手数料 893

使用料及び賃借料 1,848

修繕費 300

研修費 38

負担金 463

保険料 169

公課費 16

貸倒引当金繰入額 758

補助金 18

4.
流 域 下 水 道 事 業
維 持 管理 費負 担金

187,665 187,665

5. 減 価 償 却 費 502,040 有形固定資産減価償却費 463,889

無形固定資産減価償却費 38,151

6. 資 産 減 耗 費 3,914 3,914

2. 営 業 外 費 用 62,702

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

35,055 企業債利息 35,055

2. 消費税及び地方消費税 27,596 消費税及び地方消費税 27,596

3. 雑 支 出 51 その他雑支出 51

3. 特 別 損 失 500 　

4. 過 年 度 損 益修 正損 500 過年度損益修正損 500

4. 予 備 費 10,000 　

1. 予 備 費 10,000 予備費 10,000

公営企業会計事務監修業務委託

下水道賠償責任保険等

自動車重量税

固定資産除却費

負担金

下水道使用料ｺﾝﾋﾞﾆ収納手数料等

公営企業会計システム使用料

庁車車検等

職員研修

下水道協会会費等

下水道使用料徴収業務委託、
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収 入

款 予　定　額

1. 資 本 的 収 入 104,975

1. 企 業 債 62,500 　

1. 建 設 改 良 債 62,500 公共下水道事業債 62,500

3. 他会計補助金 17,231

1. 他 会 計 補 助 金 17,231 一般会計補助金 17,231

6.
負 担 金 及 び
分 担 金

25,243

1. 受 益 者 負 担 金 2,299 受益者負担金 2,299

2. 受 益 者 分 担 金 1 受益者分担金 1

3. 工 事 負 担 金 1,040 工事負担金 1,040

4. 他 会 計 負 担 金 21,903 21,903

9.
そ の 他
資 本 的 収 入

1 　

1. そ の 他 資 本 的 収 入 1 その他資本的収入 1

（単位：千円）

成田市工事負担金

資　本　的　収　入　及　び　支　出　

項 目 備　　　　　　　考

一般会計負担金
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支 出

款 予　定　額

1. 資 本 的 支 出 308,016

1. 建 設 改 良 費 109,194

1. 管 渠 建 設 改 良 費 108,709 給料 8,664

手当 5,142

賞与引当金繰入額 1,424

法定福利費 3,425

旅費 5

被服費 18

委託料 14,175

使用料及び賃借料 1,509

工事請負費 74,336

雑費 11

2. 流域下水道建設負担金 485 流域下水道建設負担金 485

3. 企業債償還金 198,822 　

1. 建 設 改 良 債償 還金 198,822 企業債償還金 198,822

（単位：千円）

項 目 備　　　　　　　考

負担金システム，土木積算システム

日吉台中継ポンプ場ポンプ交換工事等

富里三号汚水枝線工事、

公共下水道全体計画見直し業務等
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 64,661

減価償却費 502,040

長期前受金戻入 △ 389,030

貸倒引当金の増減額（△は減少） 758

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,987

支払利息 35,055

固定資産除却損 3,914

未収金の増減額（△は減少） △ 11,353

未払金の増減額（△は減少） 8,545

その他流動資産の増減額（△は減少） △ 35,594

その他流動負債の増減額（△は減少） 34,396

小計 218,379

利息の支払額 △ 35,055

業務活動によるキャッシュ・フロー計 183,324

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 100,523

無形固定資産の取得による支出 △ 441

国県補助金による収入 0

工事負担金等による収入 0

受益者負担金・分担金による収入 25,244

負担金による支出 0

投資活動によるキャッシュ・フロー計 △ 75,720

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入 62,500

建設改良企業債の償還による支出 △ 198,822

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 17,231

財務活動によるキャッシュ・フロー計 △ 119,091

  資金増加（減少）額 △ 11,487

  資金期首残高 56,587

  資金期末残高 45,100

富里市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで)
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１． 総  括

法  定
特別職 企業職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
5

(0)
2

(0)
7

(0)
5

(0)
1

(1)
6

(1)
0

(0)
1

(△1)
1

(△1)

管理職 扶　養 地　域 通　勤 管 理 職 時間外 期末勤勉 住　居 宿日直
手　当 手　当 手　当 手　当 特別勤務手当 手　当 手　　　当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 848 978 275 340 12,570 552 15,563

前年度 350 714 167 326 10,730 276 12,563

比較 498 264 108 14 1,840 276 3,000

備考　職員手当等の科目に、上記のほか児童手当がある。

２． 会計年度任用職員以外の職員

法  定
特別職 企業職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
5

(0)
2

(0)
7

(0)
5

(0)
1

(1)
6

(1)
0

(0)
1

(△1)
1

(△1)

管理職 扶　養 地　域 通　勤 管 理 職 時間外 期末勤勉 住　居 宿日直
手　当 手　当 手　当 手　当 特別勤務手当 手　当 手　　　当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 848 978 275 340 12,570 552 15,563

前年度 350 714 167 326 10,730 276 12,563

比較 498 264 108 14 1,840 276 3,000

３　職員手当等の科目に、上記のほか児童手当がある。

備考
１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載す
ること。

２　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

1,016 7,224

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

比
較

損益勘定支弁職員

3,295 669 3,964

合      計 3,208 3,000 6,208

1,471 2,913 347 3,260

資本勘定支弁職員 1,766 1,529

1,442

12,847

合      計 27,749 12,563 40,312

38,669

資本勘定支弁職員 6,898 3,193 2,756

58,740

前
年
度

損益勘定支弁職員 20,851

11,204

合      計

51,516

30,957

10,091

8,79533,134

12,220

8,448

41,929

9,370 30,221

13,386 3,425 16,8114,722

15,563 46,520

10,841
本
年
度

損益勘定支弁職員 22,293

資本勘定支弁職員 8,664

区   　　分
職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費

合  　　　計
計

（千円） （千円）

1,016 7,224

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

比
較

損益勘定支弁職員 0

3,295 669 3,964

合      計 0 3,208 3,000 6,208

1,471 2,913 347 3,260

資本勘定支弁職員 0 1,766 1,529

1,442

12,847

合      計 0 27,749 12,563 40,312

38,669

資本勘定支弁職員 0 6,898 3,193 2,756

58,740

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 20,851

11,204

合      計

51,516

0 30,957

10,091

8,79533,134

12,220

8,448

41,929

9,370 30,221

13,386 3,425 16,8114,722

15,563 46,520

10,841
本
年
度

損益勘定支弁職員 0 22,293

資本勘定支弁職員 0 8,664

給　　与　　費　　明　　細　　書

区   　　分
職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費

合  　　　計
計

（千円） （千円）
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3． 会計年度任用職員

法  定

特別職 企業職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0
(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)

地　域 通　勤 時間外 期末勤勉
手　当 手　当 手　当 手　　　当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0

前年度 0

比較 0

4． 給料及び手当の増減額の明細

昇給率 1.25％ 299 千円

その他の増減分 2,909 職員の異動等に係る増減額
2,909 千円

期 末 勤 勉 手 当 △ 141 千円

管 理 職 手 498 千円
扶養手当 264 千円

その他の増減分 3,141 通勤手当 108 千円
時 間 外 手 当 14 千円
期 末 勤 勉 手

当
1,981 千円

住 居 手
当

276 千円

年0.05月分減

昇給に伴う増加分 299

手　　　　　当 3,000

制度改正に伴う
増減分

△ 141

備考
１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載する
こと。

２　（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する
職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きすること。

区     分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説      明 備     考

給　　　　　料 3,208

0 0 0

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

0 0 0

合      計 0

0 0 0

資本勘定支弁職員 0
比
較

損益勘定支弁職員 0

0

合      計 0 0 0 0

0 0 0

0 0

0 0

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

0 0 0

合      計 0 0

0 0 0

資本勘定支弁職員

本
年
度

損益勘定支弁職員

区   　　分

職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費
合  　　　計

計

（千円） （千円）
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5． 給料及び手当の増減額の明細

　（１）職員１人当たりの給与

　（２）初任給

　（３）級別職員数

級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

備考　　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

区      分

大  学  卒

高  校  卒

182,200

150,600

区　　　　　　　　　　分

(100.0)

4

1

一          般          職

368,700

391,900

47歳4月

区　　　　　　　　　　　分

平　均　給　与　月　額　（円）

平 　　均 　　年　　齢　　（歳）

平　均　給　料　月　額　（円）

令和　３　年　１　月　１　日　現在

令和　２　年　１　月　１　日　現在

平　均　給　料　月　額　（円） 353,050

373,517

44歳9月

平　均　給　与　月　額　（円）

平 　　均 　　年　　齢　　（歳）

一般職　（円）

令和　３　年　１　月　１　日　現在

一　　　　　般　　　　　職

職　　　員　　　数　　　（人） 構　　　成　　　比　　　（％）

182,200

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

一　　般　　行　　政　　職　　（円）

150,600150,600

182,200

消　　　　防　　　　職　　　（円）

1

令和　２　年　１　月　１　日　現在

5

20.0

83.3

5

100.06 (1)

80.0

(1)

(100.0)

100.0

16.7
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　（級別の標準的な職務内容）

区分

　（４）昇給

　（５）特殊勤務手当

比 率 (B)／(A) (％) 100.0 100.0

区　　　　　　　　　　　分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
（ 令 和 ３ 年 1 月 1 日 現 在 ）

4 号 給 ( 人 ) 6 6

5 号 給 ( 人 )

前
年
度

職 員 数 (A) ( 人 ) 6

2 号 給 ( 人 )

3 号 給 ( 人 )

100.0 100.0

6

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) ( 人 ) 6 6

比 率 (B)／(A) (％)

一　般　職

7 7

7 7

職 員 数 (A) ( 人 )

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) ( 人 )

区　　　　　　　　　　分 合　　　計

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 ( 円 )

1 号 給 ( 人 )

2 号 給 ( 人 )

3 号 給 ( 人 )

4 号 給 ( 人 )

5 号 給 ( 人 )

本
年
度 号給数別内訳

号給数別内訳

1 号 給 ( 人 )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

全　　職　　種 一　　般　　職

－ －

－ －

－ －

－ －

7 7

一
　
般
　
職

主　事
技　師
主事補
技師補

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ６　級

部　長主　事
技　師

副主査
主任主事
主任技師

主査補 主　査
室　長

主　幹
課長補佐
副主幹
室　長

参　事
課　長
主　幹

８　級７　級５　級
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　（６）期末手当・勤勉手当

６　月　（月分） 12　月　（月分）

(1.175) (1.175)

2.225 2.225

(1.175) (1.175)

2.250 2.250

(1.175) (1.175)

2.225 2.225

備考　支給期別支給率及び支給率計の（　　）内は、再任用職員に係る支給率である。

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 そ   の   他 

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

定年前早期退職特例措置
（２％～４５％加算）

一般会計の制度 定年前早期退職特例措置
（支給率等） （２％～４５％加算）

　（８）その他の手当

職制上の段階，職務の
級等による加算措置

通     勤     手     当

24.586875支 給 率 等

区          分

24.586875

同

同

47.709

47.709 47.709

47.709

住     居     手     当

扶     養     手     当

備　　　考

33.27075

差  異  の  内  容

同

33.27075

区　　　分

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

本　年　度
(2.35)

有

(2.35)

(2.35)

前　年　度 有

4.45

4.45
一般会計の制度 有

支　給　率　計
（月分）

区　　　分

4.50

備　　　考
支　給　期　別　支　給　率
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左　　の
財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 収益的収入

令和３年度
から

令和７年度
まで

全額 全額

債務負担行為に関する調書

事　　項 限 度 額

前年度末までの
支払義務発生
（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生

予定額

富里市公共
施設の電気
料金削減に
向けた官民
連携事業の
取組に関す
る協定書に
基づき締結
する電力供
給契約によ
る電気料

富里市公共
施設の電気
料金削減に
向けた官民
連携事業の
取組に関す
る協定書に
基づく電力
供給契約に
よる電気料
に要する額

－ －
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(単位:千円)

1
(1) 344,167

(2) 13,116

(3) 0

(4) 63 357,346

2

(1) 74,037

(2) 0

(3) 65,871

(4) 182,955

(5) 505,766

(6) 1,011 829,640

△ 472,294

3

(1) 0

(2) 42,455

(3) 173,993

(4) 391,895

(5) 0

(6) 11 608,354

4

(1) 40,290

(2) 31,500

(3) 47 71,837 536,517

64,223

5

(1) 0

(2) 0

(3) 0 0

6

(1) 0

(2) 0

(3) 0

(4) 0

(5) 0 0 0

64,223

113,729

その他未処分利益剰余金変動額 0
177,952

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益 （ 当 年 度 純 損 失 ）

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

資 本 費 繰 入 収 益

雑 収 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

減 損 損 失

災 害 に よ る 損 失

営 業 外 費 用

雑 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

流域下水道事業維持管理負担金

受 託 工 事 収 益

令和２年度  富里市下水道事業予定損益計算書

(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで)

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

受 託 事 業 費

総 係 費

－20－



（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 23,324

　　ロ　建物 7,622

　　　　減価償却累計額 △ 987 6,635

　　ハ　構築物 18,827,567

　　　　減価償却累計額 △ 903,673 17,923,894

　　ニ　機械及び装置 132,118

　　　　減価償却累計額 △ 28,669 103,449

　　ホ　車両運搬具 83

　　　　減価償却累計額 0 83

　　ヘ　工具、器具及び備品 6

　　　　減価償却累計額 0 6

　　ト　建設仮勘定 134,201

　有形固定資産合計 18,191,592

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 712,641

　無形固定資産合計 712,641

（３）投資その他の資産

　　イ　出資金 1,000

　投資その他の資産合計 1,000

　固定資産合計 18,905,233

２．流動資産

（１）現金預金 56,587

（２）未収金 54,636

　　　　貸倒引当金 △ 1,561 53,075

（３）その他流動資産 21,978

　流動資産合計 131,640

　資産合計 19,036,873

令和２年度　富里市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

資産の部

－21－



３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,721,493

　企業債合計 1,721,493

　その他固定負債 300

　固定負債合計 1,721,793

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 198,822

　企業債合計 198,822

（２）未払金 33,971

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 8,437

　引当金合計 8,437

（４）その他流動負債 34,416

　流動負債合計 275,646

５．繰延収益

（１）長期前受金 20,581,366

　 　収益化累計額 △ 5,437,677

　   繰延収益合計 15,143,689

　負債合計 17,141,128

６．資本金 1,700,760

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額 7,367

　　ロ　一般会計補助金 1,159

　　ハ　国庫補助金 6,394

　　ニ　県補助金 11

　　ホ　負担金等 2,102

　資本剰余金合計 17,033

（２）利益剰余金

　　イ　当年度未処分利益剰余金 177,952

　利益剰余金合計 177,952

　剰余金合計 194,985

　資本合計 1,895,745

　負債資本合計 19,036,873

負債の部

資本の部

－22－



（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 23,324

　　ロ　建物 7,622

　　　　減価償却累計額 △ 1,481 6,141

　　ハ　構築物 18,826,001

　　　　減価償却累計額 △ 1,357,633 17,468,368

　　ニ　機械及び装置 129,770

　　　　減価償却累計額 △ 38,104 91,666

　　ホ　車両運搬具 83

　　　　減価償却累計額 0 83

　　ヘ　工具、器具及び備品 6

　　　　減価償却累計額 0 6

　　ト　建設仮勘定 235,165

　有形固定資産合計 17,824,753

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 674,490

　無形固定資産合計 674,490

（３）投資その他の資産

　　イ　出資金 1,000

　投資その他の資産合計 1,000

　固定資産合計 18,500,243

２．流動資産

（１）現金預金 45,100

（２）未収金 65,989

　　　　貸倒引当金 △ 2,319 63,670

（３）その他流動資産 57,572

　流動資産合計 166,342

　資産合計 18,666,585

令和３年度　富里市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,599,115

　企業債合計 1,599,115

　その他固定負債 300

　固定負債合計 1,599,415

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 184,878

　企業債合計 184,878

（２）未払金 42,516

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 13,424

　引当金合計 13,424

（４）その他流動負債 68,812

　流動負債合計 309,630

５．繰延収益

（１）長期前受金 20,623,840

　　 収益化累計額 △ 5,826,707

　   繰延収益合計 14,797,133

　負債合計 16,706,178

６．資本金 1,700,760

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額 7,367

　　ロ　一般会計補助金 1,159

　　ハ　国庫補助金 6,394

　　ニ　県補助金 11

　　ホ　負担金等 2,103

　資本剰余金合計 17,034

（２）利益剰余金

　　イ　当年度未処分利益剰余金 242,613

　利益剰余金合計 242,613

　剰余金合計 259,647

　資本合計 1,960,407

　負債資本合計 18,666,585

負債の部

資本の部
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－２５－ 

 

注 記 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 建物   15～50 年 

               構築物     50 年 

               機械及び装置   10～30 年 

   車両運搬具  4 年 

                工具器具及び備品   5 年 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 施設利用権   45 年 

（３）リース資産 

     ・所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

・職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は 

計上していない。 

  （２）賞与引当金 

・職員の期末手当及び勤務手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当 

事業年度末における支給（支出）額見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上して 

いる。 

（３）貸倒引当金 

・債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい 

る。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連に関する注記 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 21,903 千円である。 

 

 


